
〈研 究 ノ ー ト〉

新都市経済モデルによる

家計の均衡地代 に関す る実証的研究
わが国3大 都市圏を対象にして

神 頭 広 好

1は じめに

都市経済学の淵源はThiinen[1826]に さかのぼることができるが,研

究分野として体系付けられたのは,Alonso[1964]に よる付け値地代関数

の概念を応用 した住宅立地 モデルが比較的多 く構築 された1970年 代前半

である。現在に至っても付け値地代関数の概念は都市モデルにおいて重要

な役割を果た しているD。しか し,都 市空間に関する理論モデルは比較的多

く存在するものの,そ のモデルに対する実証的研究は決 して多いとは言え

ない。そこで本研究では,上 記の付け値地代関数に照準をあて,ま ず家計

の効用関数を対数 タイプに特定化することによって均衡地代関数を導出す

る。っいで3大 都市圏を対象に同関数 に対 して回帰分析手法を用いて推計

する。

II新 都市経済モデル

こ こで の新 都 市 経 済 モ デ ル と は,新 都市 経 済 学 の 領 域 の中 で構 築 さ れ た

基 礎 的 なNewUrbanEconomic(NUE)2)モ デ ル を指 す 。 した が って,そ

の 中 で も代 表 的 な モ デ ル で あ るSolow[1972],Beckmann[1974]及 び
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Richardson[1977]等 によるフレームワークにもとついてモデル構築を行

なう。

まず,以 下の諸仮定を設定する。

(a)交 通の機会が均等な同質平野上の中心部にCBD(CentralBusines

Districtの 略称;中 心業務地区)が 位置 している。

(b)家 計の効用関数は,宅 地面積及び合成財3)からなる。

(c)家 計の予算は,合 成財支出,地 代及び交通費か らなる。

(d)家 計の責任者はCBDに 立地 している企業に通勤する。

(e)交 通費はCBDか らの距離 に比例的である。

上 記 の仮 定 を踏 ま え,家 計 の 効 用 関 数(u)は 次 の 対 数 線 形 を 仮 定 す る。

u(q,z)=alogq十(1‐a)logz(1)

た だ し,4は 「宅 地 面 積 」,zは 「合 成 財 」 そ れ ぞ れ示 して お り,d及 び1

-dは9及 びzの ウ エ イ ト
,す な わ ち4及 びzに 対 す る 「家 計 の選 好 度 」を

示 して い る。

つ い で,予 算 制 約 式 は,

y=pzz+r(t)q+st.(2)

た だ し,vは 「家 計 の 所 得 」,ρ。は 「合 成 財 単 位 当 た り価 格 」,r(t)は 「単

位 面 積 当 た り地 代 」,tは 「CBDか らの 距 離 」及 びSは 「距 離 当 た り交 通 費 」

を そ れ ぞ れ示 す。

こ こで,予 算 制 約 の も とで 効 用 最 大 化 の1階 の条 件 は,

d

r(t)q一 号(3)及 び 〆(t)4-一 ・ ・(4)

ここで,(4)式 は均衡立地条件を示 しており,こ の状態において家計はどこ

に移動 しようとして もこれ以上家計自身の効用を増加 させることができな

一48-2



新 都市経 済モデルによ る家計の均衡地代 に関す る実証的研究

い。 ま た,(2)式 及 び(3)式 か ら,

r(t)4=α(v-St).(5)

さ らに,(4)式 を(5)式 で下 か ら除 す る と,微 分 方 程 式 が 次 の よ う に表 わ さ

れ る。

r(t)ay-st)adtlog(y-st).(6)

この(6)式 か ら,次 の均 衡 地 代 関 数 が 導 か れ る。

v-St)÷
.(7)r(t)=ro

y‐Sto

た だ し,roはCBDの 地 代 を,toはCBDの 距 離 を そ れ ぞ れ 示 して い る。

こ こで,CBDに 居 住 して い る家 計 は勤 め 先 がCBDに あ るた め 通 勤 の必 要

が な い と仮 定 す る と,Std=0か ら(7)式 は,

r(t)=ro(y
yst)a=ro(1‐yt)e(8)

と書き換えられる。さらに,(8)式 を対数形に変換すると,

logy(t)=logro+alog(1‐yt)(9)

が得 られる。

皿 実証分析

ここでは,回 帰分析手法4)を3大 都市圏データ5)に応用 して各大都市圏に

おける前節皿の(9)式を推計 した。 この分析結果については,表1に 整理さ

れている。
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1分 析結果

(イ)表1か ら,住 宅選好度(a)に 関 して3大 都市圏比較すると,中 京大都

市圏が最 も大きく,つ いで京阪神大都市圏,京 浜大都市圏の順に小さ

な値を示 している。一方,合 成財選好度(1-a)に ついては,こ の順位

の逆である。

(ロ)表1,図1及 び図2か ら,3大 都市圏各CBDに おける均衡地代の推

計値について比較すると,京 浜大都市圏におけるそれが圧倒的に大 き

く,つ いで京阪神大都市圏,中 京大都市圏の順に小さくなる。

(ハ)表1か ら,本 モデルの適合度にっいては,各 大都市圏における相関係

数及び決定係数を比較すると,京 浜大都市圏が最 も高 く,つ いで中京

大都市圏,京 阪神大都市圏の順に低 くなる。

表1回 帰 分析結 果のまとめ

京浜大都市圏 中京大都市圏 京阪神大都市圏

地域数 153 56 112

相関係数 0.751 0.596 0.473

決定係数 0.563 0.355 0.224

CBDの 均衡地代推計値(r。) 5895.826(円) 2635.953㈹ 3572.425(円)

t値 236.754 199.282 ..1.

パ ラ メ ー タ ー推 計 値(1/α) 10.496 ':: 6.052

t値 13.955 5.453 5.636

住宅選好度(α) 0.095 0.2 0.165

合成財選好度(1一 α) 0.905 0.8 0.835

注)CBDの 均衡地代推計値(r。)は,logr。 を変換 した値であ る。
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図1地 代及び均衡地代に関する推計値
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2結 果の考察

(a)上 記(イ)にっいては,京 浜及 び中京の各大都市圏において相対的に求心

力の強い都心が存在するが,京 阪神大都市圏においては京都市及び神

戸市がそれぞれ副都心的役割を果たしており,各 々都市の求心力が比

較的強いことから,こ れらの都市の地代が比較的高く,こ れによって

空間的均衡地代関数が比較的滑 らかになった結果によるものと考察さ

れる(図1-〈3)参 照)。一方中京大都市圏については,相 対的に他の大

都市圏の地代 と比較 して,空 間的に低いことによってもたらされた結

果であると考察 される。

(b)上 記(ロ)にっいては,3大 都市圏都心部における地代の大きさの順位が

そのまま反映されている。 これは,地 代がヘ ドニック(Hedonic)価

格6)ともみなせるため,「都市化経済の水準」 に関する大きさの順位を

示 していると言えよう。
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(c)上 記い)については,(イ)と関連 しており強い求引力を有する都市が一っ

であるか複数であるか,ま た,本 モデルの仮定(a)からCBDを 中心 に

交通網が放射状に近い形状を呈 しているかに依存 している。

(d)図2か ら,3大 都市圏を地理的に合成 させて唯一の大都市圏を仮定す

ると,家 計の均衡においてCBDか ら約80～90Km位 までは京浜大

都市圏の家計が占有 し,そ れから遠方へは京阪神大都市圏の家計が占

有することを示 している。すなわち,こ のことは,京 浜大都市圏の家

計における空間的市場競争力の強さを示 していると言えよう。

IVお わ りに

本研究では,シ ンプルな新都市経済モデルから導出される均衡地代関数

を3大 都市圏に応用 して実証分析を試みた。その結果,本 モデルの適合度

は京浜大都市圏が最 も高いことや,同 大都市圏において家計の住宅選好度

が最 も低いことなどが分かった。一般に,こ のような結果 は仮定 との適合

性から,当 然予想 されることではあるが,住 宅選好度及び合成財選好度の

各々のにっいて数値で明示できたことは,将 来の時系列的研究において有

意義であると考えられる。 しか し,こ こで用いたデータは必ず しもCBD

に通勤 している家計を対象に調査 されていないことから,よ り厳密な分析

結果を得 るためには,ア ンケー ト調査等が必要 となろう。また,家 計の効

用関数の形態を変化 させたり,住 宅周辺の環境や家計構成員の効用を反映

させた新都市経済モデルを構築することが今後の課題 として残 される。

注

1)付 け値 地 代 関数 及 び幾 っ か の都 市 モ デ ル に っ い て は,MmsandHamilton

[1984],Richardson[1977],Sullivan[1990],宮 尾[1985]及 び山 田[1980]

等 を参 照 せ よ。

2)Richardson[1977]は,「NUEは 都 市 問題 を分 析 す る際,主 流 派 経 済 理 論 に
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よ る概念や方法 に関す る有用性 を探求 する経済理論家 たちによ って呼ばれた名

称(ま たは表現)で あ る」 と述 べてい る。

3)こ こでの合成財(compositegoods)は,宅 地 面積 を除 くすべての財 によ って

構成 されるバスケ ッ トを指 す。

4)第 皿節の(9)式にっいて は最 小二乗法が適用可能 とな るため,こ こでは最小二

乗法 を採用 した。なお,こ の詳細 につ いて は岩田[1982],Maddala[1988]及

び中川 ・小 柳[1989]等 を参照 せよ。

5)こ こでは,総 務庁統計局 における大都市圏 の設定基準 に もとづ き,地 代 の

デー タについては 「昭和63年 住宅統計調査報告」総務庁統計局 による家賃(1

畳 当た り)の データに置 き換えて利用 した。また,「CBDか らの距離」にっ いて

は,京 浜,中 京及び京阪神の各大都市 圏CBDの 中心地点 を旧東京都庁,愛 知県

庁及び大 阪府庁 として,そ こか ら各 区役所 または各 市役所 までの直線距離 を計

測 した値 を用いた。 さらに,通 勤 費用にっいては 「JR時 刻表'92」 弘済 出版会

1992,7月 号 に掲載 されて いる 「1ケ 月通勤定期額」と 「始発駅 か らの距離」の

各デー タを用いて回帰分析 を行 ない(以 下の図参照),こ の結果得 られ た回帰式

を(9》式 のStに あて はあた。ただ し,京 浜及 び京阪神 の各大都 市圏 につ いては特

別区域 の1ケ 月の通勤定期額 を,ま た中京大都市圏 については地方交通 の1ケ

月通勤定 期額 をそれぞれ利用 した。

京浜及び京阪神各大都市圏における通勤定期額一距離

通
勤
定
期
額

(一冨
国
↑
)
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中京大都市圏における通勤定期額一距離

通
勤
定

期
額

(
I}i田
.L
)

最後 に予算 にっいては 「賃金 セ ンサス」 平成2年 賃金構造基本統計調査 第

4巻,労 働省政策調査部編,労 働 法令協会 によ る都道府県別所得 デー タか ら,

京浜大都 市圏 において はCBDが 位 置す る東京都 の,中 京大都 市圏にお いて は

CBDが 位置す る愛知県 の,京 阪神大都市 圏にお いて はCBDが 位置す る大阪府

の それ ぞれ男子労働者 の所得(き まって支給す る現金給与額)デ ータを採用 し

た。 また可処分所得 については,月 当た り平均所得税率を7%と して上記 デー

タに93%を 乗 じた値 を利用 した(以 下 の表参照)。 なお,上 記 デー タの うち家賃

データと(1ケ 月通勤 定期額及 び所得)デ ータとで は調査年が3年 ほど異 な っ

て いるが,本 モデルの(8)式及 び(9)式か ら交通 費用 と予算 とは相対的関係 だけが

示 されて いるので,こ こでの分析結 果にそれ ほど大 きな影響 はないと考 え られ

る。

京浜大都市圏 中京大都市圏 京阪神大都市圏

所得

可処分所得

38万 円

35万 円

34万 円

32万 円

35万 円

33万 円

6)こ れ は,地 代がその土地周辺の快適 な環境 の評価 を反 映 して いると言 う考え

方 に基 づいてい る。 なお,ヘ ドニ ック及 びヘ ドニ ック価格 に関す る詳細 につ い
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て はDiamondandTolley[1982,chap.1,3]を 参 照 せ よ 。
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